
令和３年３月２４日  

福井市介護予防・生活支援総合事業 指定事業所 各位  

福井市地域包括支援センター 各位  

福井市地域包括ケア推進課長 （公印省略） 

  

 

福井市介護予防・日常生活支援総合事業における報酬改定について（通知） 

 

平素より、本市の介護保険行政に御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。  

さて、令和３年４月１日施行で、介護予防・日常生活支援総合事業における「国が定める単価」 が改定

されることに伴い、本市においても次のとおり報酬を改正します。 

 つきましては、内容をご確認いただきますよう、お願い致します。 
 
１．訪問型予防給付相当サービス 

（１）基本報酬                ※１単位：7級地単価 10.21 円を利用 

 改定前 改定後 

頻度 利用回数/月 回 月 回 月 

週 1回程度 
1～4 回 267単位 － 268単位 － 

5回 － 1,171単位 － 1,176単位 

週 2回程度 
1～8 回 267単位 － 268単位 － 

9回 － 2,342単位 － 2,349単位 

週 2回超 
１～12回 267単位 － 268単位 － 

13～14回 － 3,715単位 － 3,727単位 

※令和 3年 9月 30日までの間は、所定単位数の千分の千一に相当する単位数を算定する。 

（２）加算・減算 

項目 改定前 改定後 

初回加算 200 単位/月 変更なし 

生活機能向上連携加算（Ⅰ） 100 単位/月 変更なし 

生活機能向上連携加算（Ⅱ） 200 単位/月 ※１       算定条件の変更 

特別地域加算 所定単位数の 15% 変更なし 

中山間地等小規模事業所加算 所定単位数の 10% 変更なし 

中山間地等居住者へのサービス提供加算 所定単位数の 5% 変更なし 

介護職員処遇改善加算(Ⅰ) 所定単位数の 13.7% 

※２      算定条件の変更 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) 所定単位数の 10.0% 

介護職員処遇改善加算(Ⅲ) 所定単位数の 5.5% 

介護職員処遇改善加算(Ⅳ) (Ⅲ)の 90%加算 
※３     令和４年３月まで 

介護職員処遇改善加算(Ⅴ) (Ⅲ)の 80%加算 

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 所定単位数の 6.3% 
※４      算定条件の変更 

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） 所定単位数の 4.2% 

同一建物利用者 20 人以上の場合の減算 所定単位の 90% ※５     算定方法の変更 
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※１ 生活機能向上連携加算（Ⅱ）の算定条件の変更 

サービス提供責任者とリハビリテーション専門職等がそれぞれ利用者の自宅を訪問した上で、共同してカ

ンファレンスを行う要件に関して、要介護者の生活機能を維持・向上させるためには多職種によるカンフ

ァレンスが効果的であることや、業務効率化の観点から、同カンファレンスについては利用者・家族も参

加するサービス担当者会議の前後に時間を明確に区分した上で実施するサービス提供責任者及びリハビリ

テーション専門職等によるカンファレンスでも差し支えないこととする。 

 

※２ 介護職員処遇改善加算の算定条件の変更 

ア 職場環境等要件に定める取組について、職員の離職防止・定着促進を図る観点から、以下の取組がより

促進されるように見直しを行う。 

・ 職員の新規採用や定着促進に資する取組   

・ 職員のキャリアアップに資する取組  

・ 両立支援・多様な働き方の推進に資する取組 

・ 腰痛を含む業務に関する心身の不調に対応する取組 

・ 生産性の向上につながる取組 

・ 仕事へのやりがい・働きがいの醸成や職場のコミュニケーションの円滑化等、職員の勤務継続に資する

取組 

イ 職場環境等要件に基づく取組の実施について、過去ではなく、当該年度における取組の実施を求める。 

 

※３ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）の廃止 

介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）について、上位区分の算定が進んでいることを踏まえ、廃止する。

その際、令和３年３月末時点で同加算を算定している介護サービス事業者については、１年の経過措置期

間を設ける。 

 

※４ 介護職員等特定処遇改善加算の算定条件の変更 

平均の賃金改善額の配分ルールについて、「その他の職種」は「その他の介護職員」の「２分の１を上回ら

ないこと」とするルールは維持した上で、「経験・技能のある介護職員」は「その他の介護職員」の「２倍

以上とすること」とするルールについて、「より高くすること」とする。 

 

※５ 同一建物等居住者に係る減算の算定方法の変更 

当該減算等の適用を受ける者の区分支給限度基準額の管理において、減算等の適用前の単位数を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．訪問型基準緩和（Ａ型）サービス 

（１）基本報酬                ※１単位：7級地単価 10.21 円を利用 

 改定前 改定後 

頻度 利用回数/月 回 月 回 月 

週 1回程度 
1～4 回 224単位 － 225単位 － 

5回 － 982 単位 － 987単位 

週 2回程度 
1～8 回 224単位 － 225単位 － 

9回 － 1,964 単位 － 1,972単位 

週 2回超 
１～13回 224単位 － 225単位 － 

14回 － 3,114 単位 － 3,129単位 

※令和 3年 9月 30日までの間は、所定単位数の千分の千一に相当する単位数を算定する。 

（２）加算・減算 

項目 改定前 改定後 

初回加算 200 単位/月 変更なし 

生活機能向上連携加算（Ⅰ）（Ⅱ） 実施しない 変更なし 

特別地域加算 基本報酬の 15% 変更なし 

中山間地等小規模事業所加算 所定単位数の 10% 変更なし 

中山間地等居住者へのサービス提供加算 基本報酬の 5% 変更なし 

介護職員処遇改善加算(I) 
基本報酬及び初回加

算の 13.7% 

※１  算定条件の変更 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) 
基本報酬及び初回加

算の 10.0% 

介護職員処遇改善加算(Ⅲ) 
基本報酬及び初回加

算の 5.5% 

介護職員処遇改善加算(Ⅳ) (Ⅲ)の 90%加算 
※２ 令和４年３月まで 

介護職員処遇改善加算(Ⅴ) (Ⅲ)の 80%加算 

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）（Ⅱ） 実施しない 変更なし 

同一建物利用者 20人以上の場合の減算 基本報酬の 90% ※３  算定方法の変更 

※１、※２、※３は、訪問型予防給付相当サービスと同様。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３．通所型予防給付相当サービス 

（１）基本報酬                     ※１単位：７級地単価 10.14円を利用 

 改定前 改定後 

対象者・頻度 利用回数/月 回 月 回 月 

要支援１・

事業対象者
（週 1 回程度） 

1～4回 380 単位 － 384単位 － 

5回 － 1,654単位 － 1,672単位 

要支援２・

事業対象 
（週 2 回程度） 

1～8回 391 単位 － 395単位 － 

9回 － 3,392単位 － 3,428単位 

※令和 3年 9月 30日までの間は、所定単位数の千分の千一に相当する単位数を算定する。 

（２）加算・減算  

 項目 改定前 改定後 

生活機能向上グループ活動加算 100単位/月 変更なし 

運動器機能向上加算 225単位/月 変更なし 

生活機能向上連携加算（Ⅰ） － ※１          100単位/月 

生活機能向上連携加算（Ⅱ）  200単位/月 変更なし 

栄養改善加算 150単位/月 ※２          200単位/月 

栄養アセスメント加算 － ※３          50単位/月 

口腔機能向上加算（Ⅰ） 150単位/月 変更なし 

口腔機能向上加算（Ⅱ） － ※４        160単位/月 

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） － ※５        20単位/回 

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） 5単位/回 ※５     算定条件の変更 

科学的介護推進体制加算 － ※６          40単位/月 

選択的サービス複数実施加算 
480単位/月(Ⅰ) 

700単位/月(Ⅱ) 
変更なし 

若年性認知症受入加算 240単位/月 変更なし 

中山間地等居住者へのサービス提供加算 所定単位数の 5% 変更なし 

同一建物等居住者に係る減算 

要支援１相当 －376 単位 

要支援２相当 －752 単位 

送迎減算は実施しない 
※７      算定方法の変更 

定員超過・人員欠如による減算割合 基本報酬の 70% 変更なし 

事業所評価加算 120単位/月 変更なし 

サービス提供体制加算（Ⅰ） 
要支援１相当  72単位 

要支援２相当 144単位 

※８ 要支援１相当  88単位 

要支援２相当  176単位 

サービス提供体制加算（Ⅱ） 
要支援１相当  48単位 

要支援２相当  96単位 

※８ 要支援１相当  72単位 

要支援２相当  144単位 

サービス提供体制加算（Ⅲ） 
要支援１相当  24単位 

要支援２相当  48単位 

※８ 要支援１相当   24単位 

要支援２相当   48単位 

介護職員処遇改善加算(Ⅰ) 所定単位数の 5.9% 

※９     算定条件の変更 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) 所定単位数の 4.3% 

介護職員処遇改善加算(Ⅲ) 所定単位数の 2.3% 

介護職員処遇改善加算(Ⅳ) (Ⅲ)の 90%加算 
※10    令和４年３月まで 

介護職員処遇改善加算(Ⅴ) (Ⅲ)の 80%加算 

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 所定単位数の 1.2% 
※11     算定条件の変更 

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） 所定単位数の 1.0% 



※１ 生活機能向上連携加算（Ⅰ）の創設 

＜生活機能向上連携加算（Ⅰ）＞ （新設）          [ （Ⅰ）と（Ⅱ）の伴算定不可 ] 

 ○ 訪問・通所リハビリテーションを実施している事業所又はリハビリテーションを実施している医療提

供施設 （病院にあっては、許可病床数 200 床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメー

トル以内に診療所が存在しないものに限る。）の理学療法士等や医師からの助言（アセスメント・カ

ンファレンス）を受けることができる体制を構築し、助言を受けた上で、機能訓練指導員等が生活機

能の向上を目的とした個別機能訓練計画を作成等すること。 

○ 理学療法士等や医師は、通所リハビリテーション等のサービス提供の場又は ICT を活用した動画等に

より、利用者の状態を把握した上で、助言を行うこと。 

○３月に１回を限度 

＜生活機能向上連携加算（Ⅱ）＞ （現行と同じ） 

 

※２ 栄養改善加算の算定条件の変更 

栄養改善加算について、栄養改善が必要な者に適切な栄養管理を行う観点から、事業所の管理栄養士が

必要に応じて居宅を訪問しての栄養改善サービスの取組を行うことを求めるとともに、評価の充実を図る。 

 

※３ 栄養アセスメント加算の創設   [ 口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）及び栄養改善加算との併算定は不可 ] 

○ 当該事業所の従業者として又は外部（※）との連携により管理栄養士を１名以上配置していること  

○ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して栄養アセ

スメントを実施し、当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相談等に必要に応じ対応す

ること  

○ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施に当たって、当該情報その他

栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。  

※ 他の介護事業所、医療機関、介護保険施設、日本栄養士会や都道府県栄養士会が設置・運営する「栄養

ケア・ステーション」。 ただし、介護保険施設については、常勤で１以上又は栄養マネジメント強化加

算の算定要件の数を超えて管理栄養士を配置している施設に限る。 

 

※４ 口腔機能向上加算（Ⅱ）の創設                 [ （Ⅰ）と（Ⅱ）の伴算定不可 ] 

    ○ 口腔機能向上加算（Ⅰ）（現行の口腔機能向上加算）の取組に加え、口腔機能改善管理指導計画等の

情報を厚生労働省に提出し、口腔機能向上サービスの実施にあたって当該情報その他口腔衛生の管理

の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること 

    ○ 原則 3 月以内、月 2 回を限度 

 

※５ 口腔スクリーニングの実施を評価する新たな加算 

＜口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）＞   

[栄養アセスメント加算及び栄養改善加算及び口腔機能向上加算との併算定不可 ] 

○ 介護サービス事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態及び栄養

状態について確認を行い、当該情報を利用者を担当する介護支援専門員に提供していること 

○ 6 月に 1 回を限度 

＜口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）＞ （現行 栄養スクリーニング加算） 

[栄養アセスメント加算及び栄養改善加算及び口腔機能向上加算を算定しており 

加算（Ⅰ）を算定できない場合のみ算定可能 ] 

○ 利用者が、栄養改善加算や口腔機能向上加算を算定している場合に、口腔の健康状態と栄養状態の 

いずれかの確認を行い、当該情報を利用者を担当する介護支援専門員に提供していること 

○ 6 月に 1 回を限度 

 

※６ 科学的介護推進体制加算の創設 

事業所の全ての利用者に係るデータ（ADL、栄養、口腔・嚥下、認知症等）を CHASE に提出してフィード

バックを受け、事業所単位での PDCA サイクル・ケアの質の向上の取組を推進することを新たに評価。 

 

※８ サービス提供体制加算の算定条件の変更 

（Ⅰ）介護福祉士の占める割合 70％以上または、勤続年数 10 年以上の介護福祉士 25％以上 

（Ⅱ）介護福祉士の占める割合 50％以上 

（Ⅲ）介護福祉士の占める割合 40％以上または、勤続年数 7 年以上の介護福祉士 30％以上 

 

※７、※９、※１０、※１１は、訪問型予防給付相当サービスと同様。 

 

 



４．通所型基準緩和（Ａ型）サービス 

（１）基本報酬                   ※１単位：７級地単価 10.14円を利用 

 改定前 改定後 

対象者・頻度 利用回数/月 回 月 回 月 

要支援１・

事業対象者
（週 1 回程度） 

1～4回 324 単位 － 328単位 － 

5回 － 1,413単位 － 1,428単位 

要支援２・

事業対象者 
（週 2 回程度） 

1～8回 335 単位 － 337単位 － 

9回 － 2,913単位 － 2,925単位 

※令和 3年 9月 30日までの間は、所定単位数の千分の千一に相当する単位数を算定する。 

（２）加算・減算 

項目 改定前 改定後 

生活機能向上グループ活動加算 実施しない 変更なし 

運動器機能向上加算 実施しない 変更なし 

生活機能向上連携加算（Ⅰ）（Ⅱ） 実施しない 変更なし 

栄養改善加算 実施しない 変更なし 

栄養アセスメント加算 － 実施しない 

口腔機能向上加算（Ⅰ）（Ⅱ） 実施しない 変更なし 

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）（Ⅱ） 実施しない 変更なし 

科学的介護推進体制加算 － 変更なし 

選択的サービス複数実施加算 実施しない 変更なし 

若年性認知症受入加算 実施しない 変更なし 

中山間地等居住者へのサービス提供加算 基本報酬の 5% 変更なし 

同一建物等居住者に係る減算 

要支援１相当 －376単位 

要支援２相当 －752単位 

送迎減算は実施しない 
※１   算定方法の変更 

定員超過・人員欠如による減算割合 基本報酬の 70% 変更なし 

事業所評価加算 実施しない 変更なし 

サービス提供体制加算（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ） 実施しない 変更なし 

介護職員処遇改善加算 (Ⅰ) 基本報酬の 5.9% 

※２   算定条件の変更 介護職員処遇改善加算 (Ⅱ) 基本報酬の 4.3% 

介護職員処遇改善加算 (Ⅲ) 基本報酬の 2.3% 

介護職員処遇改善加算 (Ⅳ) (Ⅲ)の 90%加算 
※３  令和４年３月まで 

介護職員処遇改善加算 (Ⅴ) (Ⅲ)の 80%加算 

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）（Ⅱ） 実施しない 変更なし 

※１、※２、※３は、訪問型予防給付相当サービスと同様。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５．短期集中予防（Ｃ型）サービス    

（１）基本報酬                           ※１単位：７級地単価 10.14円を利用 

項目 改定前 改定後 

短期集中予防サービス費・通所（運動器機能）送迎込み 397単位 428単位 

短期集中予防サービス費・訪問（運動器機能） 

（理学療法士、作業療法士が実施する場合） 
360単位 389単位 

短期集中予防サービス費・訪問（口腔機能） 

（歯科衛生士、言語聴覚士が実施する場合） 
283単位 346単位 

短期集中予防サービス費・訪問（栄養改善） 

（管理栄養士が実施する場合） 
283単位 346単位 

※令和 3年 9月 30日までの間は、所定単位数の千分の千一に相当する単位数を算定する。 

（２）加算・減算 

項目 改定前 改定後 

口腔機能向上プログラム加算 150単位 変更なし 

栄養改善プログラム加算 150単位 変更なし 

訪問・歯科・言語同行加算 150単位 変更なし 

訪問・栄養同行加算 150単位 変更なし 

 

 

６．介護予防ケアマネジメント 

（１）基本報酬     

項目 改定前 改定後 

介護予防ケアマネジメントⅠ 431単位 438単位 

介護予防ケアマネジメントⅡ 366単位 372単位 

介護予防ケアマネジメントⅢ 285単位 290単位 

※令和 3年 9月 30日までの間は、所定単位数の千分の千一に相当する単位数を算定する。 

（２）加算・減算 

項目 改定前 改定後 

介護予防ケア初回加算 300単位 変更なし 

介護予防ケア小規模多機能連携加算 300単位 廃止 

介護予防ケア委託連携加算 - ※    300単位 

※ 利用者 1 人につき指定居宅介護支援事業所に委託する初回に限り、所定単位数を算定する。 

 

 

７．区分支給限度基準額 

項目 改定前 改定後 

事業対象者・要支援１ 5,032単位 変更なし 

要支援２ 10,531単位 変更なし 

 


